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この作業の意図は日本製造了一業の戦前の労働の物的生産性水準を製造工業諸

部門についてイギリスおよびアメリカと比較することにあるが，そのさい労働

の物的生産性の国際比較として概念的に求められているものを，一般的な記号

で示せば次の通りである。すなわち，比較対象となる生産物を zとし，その年

聞の生産数量を q'， その生産に投入された労働量を rとし， 添字Oを基準国

(日本)，孫、字 1を比較国〔アメリカあるいはイギりス)とすると， もとめる物的生

産性の指数 PIO'は，次のように示される。

PI0'=空i-/ _Cfo~ 竺2二/半L
1，' / 10ι qo' / 10' 

いうまでもなし q'! l' は労働投入単位当りの生産物量であり，この労働測

定の単位と Lては，労働時間と労働者数の双方の測定があちうるが， ととでは

日本の資料の制約」二労働者数の場合に限り，したがって，年間 1人当り物的生

産性の比較を試みたのである。そしてここでは，投入労働は製造工業部門の加

工工程において投入された労働量に限って測定され，原材料の生産や固定資本

の陪減部分に投入された労働量は測定から除外されている。

採用年次は1935年〔昭和10年〉を選んだが，それは次のような開由によってい

る。すなわち第 1には戦前の時点、でも比較的最近年であり，他圃， 1937年の日

支事変後軍需工業動員法の適用に関する法律等一連の国家総動員の統制が進ゆ



n (22) 開 107嵩第1~. 

られる直前であり，したがって経済の軍事fじが未だ比較的顕著でなかった時点

だといえる。また第2には統計上の資料も比較的揃った時点でもある。すなわ

ち~工場統計表』では1923年(大正12年〉以降，職工常時 5 人以上主使用する

工場主調査対象としているが官営 T一場の生産高は l除外されてきたが， 1934年

(lIB.fD 9年〕に八幡製作所が民営化されたのにともなって，同製作用一[の閥係の金

属，窯業，化学の生産高が掲載されその包括度が噌大したのlである。ところが，

1936年からは金属[業などの情報は秘院事項となり，それに関述する細目統計

は nJIJ問uで発表されることとなり，しかもこれを参Jl'日しても，品目の紺1目や

対応雇用統計が満足にえられない年次がある。第 3に，この年は，通産省の戦

前:JI.t;t事生産指数の基準年次であり，その計算に関する資料も揃っており，また，

国富統計もこの年次について発表されているなど，いわばこの年次は戦前統計

の lつの合流点にあたるのである。

以上のべた国内的な事情の他に，第4に比較年次の決定の範囲は， ここで採

用したやや便宜的な比較の方式によって， もともと制約されていたといえる。

すなわち， Rostasは生産性比較に関Lて古典的な地位をもっ著書“ Compara

tive Productivity in British and American Industry" におし、ては 1935 39 

年の製造一工業31部門についてD英米の労働生産性の比較作業の結果を発表した

が，その付録において，各部門ごとのテータを〈わしく紹介しているo ここで

の作業はこの Rostasのデ タに対応するように日本のそれぞれの部門のデー

タを調整して，いわば円本のデ タをはめこんで，日英米の牛産性比較の一つ

の手がか bをえ土ラ左試みたのである。したがって， Rostasのデ タが1935

39年のものであることから，おのずから選択の範囲は与えられていたのである

が，この条件の内立も上にのベた第 1， 第 2および第 3の理由から1935年を比

較年次として選んだわけである。

さて，このような比較作業の準備として，筆者はすでに京都大学経済研究所

ディスカッショ γ ・ペーパー l'労働の物的生産性の測定 細目方式について

のノート，その 1-一J(KIER倒的におし、て Rostasが物的生産性の比較に
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際して，各部門の測定に関して採用した方式をまとめておいたが，その概略を

のべてみよう。すなわち Rostasの行なった生産品目ごとの測定方式は， (イ)

産業定義上の問題， (ロ) 生康数量測定の問題， (1)雇用量測定の問題の 3項目

に整]要することができる。そのうち仰の涛業定義上の問題とは，イギリスとア

メリカで産業分類が異なるので，それぞれを照合して同一生産物 zについての

生斥活動のデータを拾い上げる際の問題である。つぎに(ロ)の生産数量の測定に

ついていえば，生原物 zの内容がWI.--の質からなる場合は比較的簡単であるが，

生産物 zがさらに質的にいくつかの細目 l品目に別れる場合には生産数量 q'を

作るのに，それぞれの部門の生死物の特色に従っていくつかの方式を考案する

必要がある。 Rostasの場合についていえば，調企対象31部門の生産物は f の

把援の方式に即して， (A)単純合計， 0同換算， (c) 総合， (同生産額依存お

よび(同 そり他，の 5つの方式に大別し得るのであり，前記のディスカッジ五

ン・ベーパーではこの 5つの方式ごとに細目を紹介したのである。

さいごに刊の投入労働量Fの把握の一般的な問題点をあらかじめみておこう。

労働統計は各事業所の投入労働量を集計したものであるが，品目 zをギ牛産

物とする事業所は，生産物として zの似に副生産物 i.k等々を生産している

のがむしろ通常のケースである。したがって産業部門 zの投入労働量は，その

全部が生産物 zの生産に投入されたものではなく，その一部は副産物の生産に

投入されている。他面で品目 zの生産数量は，産業 zで生産されたもの以外に

庶業 j，k等の副産物として生摩された分も含む。この結果産業 zの投入労働

とlfh目 iの生産に実際に投入された労働との喰いちがいが生じる。この喰いち

がいを調整するうえで，与えられているデータは品目にかんする生産額と数量

および産業にかんする生産額および労働量である。そこで産業の生産額を品目

の生産額で割った数11富士求め， これを調整係数 (corr町 tionfuctors) と名づけて，

品同 zの生産数量にこの係数を乗ずることによって産業の生産額が全部主生産

物であったであろうばあいの主生産物の生産数量を推計し，これをその部門の

投入労働量に対応するもりとし℃生産性を訂算した。つまり産業 zがもっぱら
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品目 zを生産した場合の q'を，品目 zの平均単価により惟計したこ Eになる。

この方式が，各生産物の数量の推計に際して特別の困難を生じない場合には以

下の品目ごとの検討において特にことわらないことにしたい。

なお若干の場合とくに機械工業の生産性の比較については為替レート換算に

よらざるを得なかったが，為替之相場は『帝国統計年鑑』の横浜正金銀行電信売

相場による1935年の年間平均によった。それによるとつぎのようになる。

ニェーヨーク宛 100円=28.25ドノレ

ロンドン宛 1円=1シリング 2ペンス=1.1666ジリング

l∞円 =116シリング%

1-2  結果の概略

結局日本の資料の制約により，今までのところ18部門についての測定しかで

きていないが，その結果を示すと表・ lの通りであるヘ この表の最右欄には

筆者の行なった戦後の日米生産性指数(日本=100) を参考までに示しておいた。

つぎに，この作業では可能な限り従業者1人当り，労務者1人当りの生産性の

双方を測定したが Rostas によるテ タの制約によってこの表では測定結果

が揃う労務者当りの生産性のみについて示した。後出の品目別の説明では，従

業者当りの結果が得られたものについては示じてある。

表・ 1の品目の排列は， 1935年において，アメリカ対日本の坐産性指数の数

値の低い順となっている。つまり当時の日本の(算定〕労働生産性が比較的にア

1) なおカバリッジについては衰の註に本示しておいたが もろ少L<わ L<のべておこう。
Rostas の英米の物的生産性比較に際して主なデータとして世用したイギリスおよびアメリカの
工業センサスりカパリッデについて 前詑の Rostasの著書では， “The exdusion of small 
五rms (pp. 24)において詳述されているーそれによると，イギリスの場合，従業者10人未満の
事業所(1935年の見積りでは世業者で約10%) が除外されてい'5.. アメヴカ町場合年間生直樹
5，000ドル未満の事業所が除外されてレるが， 1937年で従業者1人当り生産績は6.270ドルであっ
たζ とからすると，少くとも従業者が 2人~U，の事業所は調査対象に含まれていたことになるの

で，アメリカ白方が包括めであったといえる。他国で，年間生産額l川 000ドル以下の静理工場，
注文による洋服仕立や婦人服仕立.装身具担遣の事業所は除外されていたu しかし，これらの従
業者は相対的には少ない。

これに対して日本の場合は既述のように暗工4人以下の事業所が除外きれている。これらは結
果の比較にさいして考思すべき点であり，たとえば小規棋企業を除外したデータにもとづ〈イキ
リスの生産性については，ここで算定した測定値が楚什過高評価気朱であることを考慮すべきで
あろう。
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セメント
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高炉銑

アこ ωf こ

植物性油脂

紙

石 鹸

ブリキかん

自動車

機械類

ω川
同
州
判

ω川

間

同

開

閉

ω川
間
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同

開

ω凶
叫

阿

岡

山

間

同

メリカに近いものから並べてある U それによると，当時の日本の工業の生産性

雑貨部門ではアメリカに近<" 機械， 金属，化学で遅れがは，窯業，繊維，

目立つことがある程度示されている。

可能な場合を，戦後について筆者以上の測定値のチェックの意味で，さて，

小麦粉の制u定値は桂述の理由で信頼度が低い.2) 
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が日米を比較した際の 1人当匂の生産数量の担Ij定値と比較しておこう (表・ 2)。

戦後の担u定値の方がデ タの充実度からして信頼度は高いと考えられる。両国

のそれぞれのセンサスのカハリッジが両年度で異なる面ーもあるが，それぞれの

表・ 2 円・米労務者 1人当り生産高測定値の時系列|チェック

性) 戦後P数値については表 1 の註を番問。

国での ζ の30年たらずの期間の生産性の発展がどの程度正確に反映されてL、る

かがチヱグクのポイン}であろう。表示の品目の中では，戦前の日本の小麦粉

の数値は戦後と〈らベてみると過高に出ているおそれが多い。

またここでの測定値では産業のカバリッシも少ないので，との結果をもって

妻.3 製造工業の物的牛産性の相対水準

|二\コi~-=9l子47-8 I二きーで亡翌二
司

米英 2.2 2.7 
|ぐR但 tas) ! (Frankel) 

巾一一一一一一-- ←ー | 一 面〕
米/ソ 2.2

一一--'-一一一一」 ー !坐E型 khin)!
I 接 (c) I (<) 

斗と 日 2.4 2.7 2.4 

一一一一一一」立区l_ c行樫) _CITls2 
英/日 1.1

一一一I (fiJrQよ
ここで自作業結果の算術平均

(a) M. Frankel.“British and American Manu'Iacturing Produc-
tivity"， Unz"r四百uyof lllinois Bulletill， 1957 
による。

Cb) D. N. Karpukhm，“Labor Prouuctlvity in the USSR anu 
the USA"，丹'oblems(?f EconomκκInterna 
tional Arts and Sciences Press， New Y田 k.
VoL 5， No. 5による q

(，) 表 1の注量日間3

当時の日本の製

造工業の水準を

推量することは

危険である。そ

の Lで，従来の

代表的な測定値

と比べる志味で

ここでの部門JJIj

の測定値の算術

平均をとって，

他の作業の結果

と比較してみる

と表・ 3に示す
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通り Eある。なお，他の作業の結果は，それぞれ雇用量による加重平均値であ

与が，ここでの測定値は包括度からしてそのような値を計算する意味も薄いと

思われるので応算術平均値者示したのみである。

この表から何らかの推論を導き出すのは甚だ危険であるが，一応数値を信頼

し，かっ比較可能性を前提とすると，日本の製造工業の生産性(~I"、くつかの部

門で戦前にすでにほぼイギリスなみの水準に達しており，アメリカとは，平均

して 2.5倍ほどの開きがあった。アメリカとの聞きは戦後時拡大L，その後

1963年頃にほぼ戦前なみの格差においついたことになる。

このような平よ引直のレベルで，作業結呆をチェヅクすることは本稿の最後に

ゆずり，つぎに比較作業の細目について明らかにしておこう。

II 生産性比較作業の細目

以下では，この作業で比較の対象としてとりあげた18品目のうち，比較方式

の見地からとくに重要と思われる 6品目について，比較の細目とデータを明ら

かにしておきたいへ この 6品目のうち， セメントは，ここでの比較作業の楳

準方式であるとともに，数量換算の問題を含む例として，また紙は生産の品目

構成の国際的差異を含むばあいとして屯炉銑とたばこは別資料によったが故

に，日動車は部品輸入組立の問題を含むケ スとして，機械は付加仙値を為替

レートで換算するというやむを得ざる変則の方式によったuHーのケースとして，

ここで詳し〈とりあげたのである U なお以干の品Hの見出しに付けた番号は，

表.1に示した品Hの整別番号であるo

(2J セメン卜

セメントの生産数量の国際比較にあたって Rostas の研究においても，ポ

トランド・セメントと他のセメントとの業は区別せずに，生産トン数を単純

3) 紙面の都合上，詳述を略した残りの品目については，さしづめ，結果を画定的にとう平川りで
報告し?次の資料を参閉されたい 行沢「昭和10:年における日英米製造工業の骨働宇産性の国際
比較J.京大経済研究所ディスカッションへハ穴)07，1970勾3月，
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合計 Lている。したがって日本の場合もポ トランド・セメントとその他の七

メントの 2種類の生産があるが，その差は区別しないで Rostas と同様単純合

計で生産数量を算出した。

セメントて業における生産数量測定における問題は，数量単位の換算という

点であった。すなわち， w工場統計表』における牛産数量。単位は栂であり，

『工業統計50年史』における生産数量の単位は袋であるが，両者の生産金書目が

合致しているということから，換算基準がより明確な単位として，袋からト y

への換算を行なった。したがってポ トランド・セメントと他のセメントの生

産数量の合計を『工業統計50年史』より袋単位で得て，これを 1袋三50kg(東

洋経済新報社『商品大辞典~)によりトンに換算した。

以との要領で日本にお円るセメント工業における 1人当りの生産性の算出方

表 .4 日本のセメント工業における労務者1人当りの

生産性 (1935年〉

(イ)品 日 の 生産 数 量 4，465，818トン

(ロ)品 目 の 生産 金額 100，655，905円

付 産 業 の 生 産金額長 99，110，769円

ド)調 整 係 数 E付/(吋〕 0.985 

的産業の生産数量(推定)((イ)x科目 4，398，831トン

付 産 業 の 従 業者 数 10，843人

(ゆ涯 業 の労 務 首 数 8，370人

同従業者 1人当り生産数量C(村/付3 胡 6トン

(り)労務者 1人当り生産数量((劫/(ゆ 526トン

本 料，帥，付， (内山、う庄業とは，昭和10年『よ場杭計表』の
産業136む「セメント製造業」を意味する。

表 .6 セメント工業における労務者 1人当り生産性の

日， jt，米比較 (193町下〉

(叫日本

(b) イギりス

(c) アメりカ

団雪 当川|司指数

キ 『工場統計表」による従業者平均。

法をまとめてみる

と表・ 4の通りで

ある。先に述べた

ような方法でセメ

ントの生産数量は

トンに換算された

が， 表.4 0)(ロ}十世

(吋(めは，いずれも

昭和10年『工場統

計表』からえられ

る。そして， Ros 

tas， Table 36， p 

111と表・ 4より

日英米の生産性指

数ほ表・ 5に示す

ようになる。
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(11) 高炉銑

戦前の鉄鋼業において，工程別の生産統計とそれに対応する雇用統計は公表

された資料におい ζ見出し難い。そ乙で，労働省が1953年(昭和28年〉より調査

結果の発表を開始した労働生産性の調査報告を手がかりとして戦前の銑鉄生産

性を推計することとした。

上述の労働省の調査報告の最初のものは労働省大臣官房労働統計調査部『昭

和26年鉄製錬業労働生産性調査報告~ (1953年7月発表)に示されている。それ

によわば 1951年(昭取26年〉の銑鉄トン当り所要労働時間は 5.63時間であった

〔調害報告，第5表〉。参考までにのべれば，同じ調査の結果によると196日年 2.49

時間， 1965年1.22時間とその後の労働生産性の発展はきわめて急速であったが，

この1951年の時点では戦争直後に著し〈低下した生産性がほぼ戦前水準に回復

した状態であった。

この数値から， 1951年における年間労務者 1人当り銑鉄生産数量をえるには，

この工程の年間 l 人当り総労働時聞を求める必要がある。~製鉄業参考資料，

昭和26-27年』の「月別労務者就業延時間数」によると製銑工程の数値を年間

合計すると 23，067となる。ただしこの数値に単位の表示がなしその前後の巻

にはこれと同 項目の統計がないので直接にこの資7トからは確かめえないが，

のちにチェックするように1，000時間単位 D数値とみなされる。す伝わら， 1951 

年の (a)製鉄工程の年間延労働時間数は 23，067，0即時間となる。

日じ資料で，製銑工程の労務者数は 3月末 6月末 9月末， 12月末の数

値がえられるので， 1951年におけるこれらの平均値9，995.5人をもって (b)年間

月平均労務者数とみなすことにする。とうして， 1951年の製銑工程の労務者1

人当りの総労働時間数は， うえの 2つの数値より

(αh-(b)=23，067，OOO~9，995司5=2，307.73 (時間〕

となる。

この数値を毎月勤労統計調査」によりチヱヅクしておこう。この調査に

よる fl人平均月間実労働時間数」の1951年の数値を「第 1次金属製造業」お
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よび「製鉄，製鋼及圧延業」について年間合計をとると，それぞれ2，316.3時間

お寄び2，289.7時間となれここで検討している数値 2，3口7.73時間はその中間の

前者寄りの数値であり，さきにみた表示単位を1，000時間とする訂正も併せて，

妥当なものとみなしてよかろう。

そζ て， 1951年の労務者 1人当り年間銑鉄生産量は，つぎのようにして求め

らオしる。

年間1人当り総労働時間 ト γ当り所要労働時間 ~2，307.73 : 5，63~41O( Iン〉

労動生産性にかんする上述の報告書は，さいごに戦前戦後の比較について言

及しているが，それによると回答事業所〔一貫工場若干〕白トン当り労働時問。

表・ 6 年次別トン当り労働時間指数 指数は麦・ 6

i1制~3伴| 山 7年 I 1倒9年 I 1951年 Iの通りであっ

0

0

 

0

0

 

o
o
 

-
-

川
町
一

143.6 

160.0 

84.9 

88.2 

た。

これによる

と 1951年の時間当り労働生席目(，~戦前よりも高〈なったわけであるが，同じ被

告書がのべているところでは 1か月当り稼働時間は製銑，製鋼ともに戦前の

60~70%程度に低下しているので 1 人 1 か月当り生産量では未だ戦前を下廻っ

ているのである。年間についても|司じことがいえるので，以とをもとにして

1934-36年干均の日本の高炉銑の年間]労務者 1人当り生圭量は表・ 7のように

推計される O

表・ 7 戦 iiiiの日本の労務者 1人当り銑鉄生j2f宣推計

一

数

述

〔

倒

よ

了

。

逆

付

判

的

・

の

×

述

'
100 

(の銑鉄トン当り投入労働時↑目指数

(ロ〕銑鉄時間当り生産性指数

十世古務者 1人当り年間労働時間指数

千二)年間 1人当り銑鉄生産性指数

(T)1951年労務者1人当り年間銑鉄生産鼠

(す19剖，-...，36年労務者 1 人当り年間銑鉄生産量トt97~580 トン

100.0 

以 kの結果と Rostasの資料により R，英，米の戦前の銑鉄生産性はつぎの
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表.8のように算出される。

(R岨 tas，Table 25， p. 97) 

これによると日本の高炉

銑の労働生庭性は戦前にお

いてイギリスを若干上廻っ

ていたことになる。ただし，

ζ のイギリスの数値は Rostas によればアメリカに対して過小評価気味である。

このことは銑鉄生産のうち通常銑鋼一貫工場で生産される官通銑の占める比重

がアメリカにおL、て犬であり，イギリスでは特殊銑の比重が大であることによ

るのである。

[12) 汗ばこ

たばこ工業における Rostas の英，米の生産性の 比 較 は 新 治J r葉巻J

「噛みたばこおよびバイプたばこ」の 3種類をとり抜っている。

ところで，日本のたばこ生産についてのデ タば『専売局第38回年報.HT~和

10年度(昭和10年4月 同11年 3 月)~によると，生産数量，販売数量，および販

売金額の表示はあるが，生産金額は表示されていないので，輸出を含めて品目

ごとに販売単価に基づいて生産金額を推計L，その生産金額の構成比を算出し

たのが表 9である O 乙の表からわかるように紙巻たばこは，生産数量汁応措

定金額中の大部分に当 去・ 9 日木のたばこ製造業における推定生直金制

る82，3%を占めている

ので，日，英，米の生

i'E性比較に当っては紙

巻たばこだけをとりあ

fi"tこ。

つぎに日本における

品L 巻

1長 巻
ヌリ

パイフ

合計

とその構成比(1935年)

生搾敏作司州川叫 畑z5a1町b2504り7酎鋪P図杭 ( 同五39，037，885 円)1 82.3の')

2，732 

20，418，979 (kg)] 51，502，036 I 17.6 

16，260 

100，0 

紙巻たばこの労務者 1人当りのI:tm"性的算出方式をま土める土表・ 10の涌りで

ある ν 表・ 10の仔)(ロ)りは表・ 9からえられ，また(サは前記『専売局第38@l年報
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表・ 10 日本のたばこ生産における労務者 1人当りの生産性 (1935年〉

(イ)品 目 の 生 性+ 数 量 39，037，885千本

(ロ)品 目 の 生 産 金 額 240，847，061円

け産業の推定 生産金額 292，680，831円

t二)調 整 係 数 〔り/(1ロ)) 1.215 

倒産業の生産数量(推定)C(1)x(ニ)コ 47，431，030千本

(サ産 業 の 労 務者 数 21，428人

(的労務者 1人当り生産数量〔引)/付〕 2，213.5千本=4，870ポンド

-昭和10年度」からえた。また(卜)の本数単位からポンド単位への換算はつぎの

ようにした。すなわち， Rostasによるたばこ工業における英.米の生産性比較

は重量ポンドで行なっているため fl，英，米の比較に際して日本の本数単位

の重量ポンドへの換算が必要となる。紙巻たばこの本数単位から重量単位への

換算基準は， Rostasによると1，0日日本当りイギリスで2.2ポ:/f，アメりカで2.3

ポγ ド(ただL.，その場合巻き紙を除いた重量〕としている(同書， p.202)が， ここ

ではイギリスにおける換算率を採用する。けだし，日本の葉煙草使用高中その

実量目と紙巻煙草の生産本数から計算すると，両切たばこ 1，000本で 1kg強，

口i'Jたばこ 1，000本で 1kg弱であるから合わせて 1kg=l，OOO本とみなして

大した誤差はないといえる。したがって Rostasの換算基準との関係でいえ

(ぬ)日本

(防イギりス

(0) アメりカ

到達する。

[14) 紙

(;f， 1 kg二 2.2ボ Y ド=1，000本とな

るの Eある。

以上の結果と， Rostas， Table 1お

および127，pp. 206-7によりえられ

るマ:/.イヤー当りの英米の生産性

のデータから，表・ 11の比較結果に

紙の生産数量の英，米比較において Rostasは新聞紙，その他の印刷用紙，

筆記用紙，包装用紙，藷葉紙，吸取紙，ノレーフィング原紙，コ ト紙，板紙，
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その他のそれぞれについて，重量に基づ〈生産指数を作り，これを重量，イギ

りスの単価およびアメリカの単Ilfijの 3種類のウエイトで総合し，さらにミれに

よっ ζ3種類の生産性指数をえたうえで，その 3つ乞算術平均するよとによっ

て算出している。

ところで Rostasが英，米司洋紙生産を比較した際の細目品目。分類と日

本のそれとは若干〈いちがう。そこで表・ 12は Rostas の分類とそれに対する

イギリスとアメリブ7の単価を示L，右の欄に円本の工場統計表の生産品 Hを英，

表・ 12 洋紙品目別?英，米単価と日本分類照合

lイギりス伊|アメリカ門
(ポγ(ド/レ

I (1) Newsprint 
12.7 74.2 

(2) Other printing papcr 19 87 

(3) Writing p月間 33.2 158.1 

(4) Packing and wrapping paper 15.8 79.8 

(5) Tissue and cigarette paper 115.7 545.3 

(6) Blotting paper 64.8 179.8 

(寸")Roo五ng(or Building) pap巴E 120 52.9 

(8) Cotohaetr 巴dwpaat巴preprr，oooifled，waxE正1and 
paper 

420 196.9 

(9) Other paper 35.6 101.2 

(叫 Boards 14..8 45.6 

キは(1)，(2)の総合値として.(1)， (2)OJ1JW重平均はよって算出した2

イギリス単価は1935年，アメリカ単価は1939年の数値による。

米の分類十こ対応して示した。

白木分類照合

用印町払H開J¥J?、紙
書記面用用紙紙

包装用紙

煙草用紙
セロファン幸正

艶紙?マッチ用紙

板紙

この分類によって日英米の生湾数量を示すと表・ 13の通りである。

日本の紙の生壷にはももろん和紙も合主れるが，日，菟米を比較するため

のH本の宅産数量箪トHは，和紙を除いて計算された。したがってとりあげたの

は，紙全体の生産金額の約 3分の 2にあたる洋紙であり，調整係数は表・ 14の

ようになるがこの 1.74のうちの 0.74は和紙および数量非表示の生産金額に対応
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表・ 13 製紙業における日，英，来。

生産数最 (単代f 千トン〉

三二巴12iE17主主EEtE
仕 857.3 I 852.0 は 419_9

(2) 391.8 I 1，753.0 リ

(4) 343.0 I 1，872.0 
(的 6.7 I 15.0 

(6) 6.0 I 109.0 

(7) 28.2 I 588.0 

(8) 101.4 I 254.0 

附 321.4 I 5，451.0 

24.5 

49.1 

12.7 

13.2 

している訳である。

製紙業における日，英，米の生ii1t

比較に際しては，さきでのべたよう

に，重量にもとづく細目別生産指数

をづくれこれを重量，イヂリス単

価およびアメリカ単価の 3種類。ウ

エイトで総介して 3種類の生産性指

数をえたうえで，その算術平均によ

って比較する必要があるイ

そこでまずH本における重量によ256.3 

775.7 
る従業者および労務者 1人当りの生

表・ 14 日本の製紙業における生産数量 (1935年〕

(イ)品 目の生産数量 775，676，414kg 
(同 l品目 の生産金額 147，011，796円

付産業。生産金額 2民 727，519円

材調整係数回争/Cロロ 1.74 

4tJ 産業の生産数量〔推定)C(イ)x(二日 1，349，676，960 kg 

け，肘でし、う産業とは，昭和10年『工場杭計表』め産業惜 ~rr喬号 171 ["製紙
業」を意味する a

産主の算出は表.15のとうりである。付)(的判はいずれも昭和10年『工場統計

表』によるが，げ)は表田 14に示す方法でえた。

つぎにイギリス単価による各国の従業者 労務者 1人当りの生産性は表.16 

去・ 15 日本の製紙業における重宝による従業者・労務者 1人当りの生
産性 (1935'年)

(イ) PC 業の生産数量キ 1，349，676，960kg 
同産業の従業者数 36，609人

け産業の労務者数 31，884人

件従業者1人当り生産数量 ((1)/(ロol 39.9トン

同労務者 1人当り生産数量 的)/昨り 42.3トン

本 付 1. 伺，付でし、う産業とは，昭和10年『了点島統計表~ 0)産業位I理番号 171r製紙
業」を意味する。
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表・ 16 製紙業におけるイギリス単!iltiによる，日，英，求心従業者・労務者 1

人当り牛産性

「
イ) イギ

ロ)指

リス単価による生産品(1，000ポンド) 38.462 219，940 122， 

数 (イギリスニ10日〕 100 571.8 

斗プん佐て 占 数 56，802 116，150 36， 

務 者 数 51，827 105，000 31， 

者 1人当り生産高〔引)/やり 677 1，894 

者 1人当り生産高((1)/付1 742 2，095 

ゴ喧亙区亙〕EE
58 

6 

制

制

問

問

安・ 17 ，製紙業におけるフメリカ単価による p 日， 1;t，米の従業者・労務者 1

人当りの生産性

巳ギリス|アメリカ i円 ヂ|1935) 1 (1939) 1 (1935 

(イ) アメリカ単価1.:-.よる生藍高 (1，000F'ル〕 170，818 1 848，338 1 104，641 

(ロ)指 数 (イギリス =100) 100 496，6 61.3 

付従 業 L高 数 56，802 116，150 36，609 

ド~ 'jy 務 者 数 51，827 105，000 31，884 

肘従業者 l人当り生産高((イ)/け〕 3，007 7，304 2，858 

付労務者 1人 当り '1:JJ(:高 ((1)/仲〕 3，296 8，079 3，282 

4こ示されるが，英，米の場合(主茨・ 13の各国，各*01目品目ごとの生産数量に表

・12のイギリスj単削を乗じてえられ，日本のばあいは，さらに表・ 14斗の調整

係数を乗じたもの Eある。

表-18 製紙業にお付る従業者・労務者 1人当りの生産性白日ヲ英 米比佐

一 竺い一不平吋竺十当吐'~íいt
川一 汁イギリノλ《げメりカ斗 産ヤドF ヌアメ~川

間期RL 明トレや平均限芳FLmJ持干均
(a)日本(1935)1 36，9 1 605 1 2，858 1 1 42，3 1 695 1 3，282 1 

(同イギリス(1935)1 397 1 677 1 3，007 1 1 43，5 1 742 1 3，296 1 

(c)アメリカ (1939)1 1乙38! 1，894.1 7304 ! 1 1149 1 2，093 1 8日791 

阿 1(a) 円本削 1001 100 1 1001 100 1 100 1 1C仁 1仁3

仲イ ギ リ ス I 1刷 112I 105 I 108 町川3I 100 1 105 

数 I(0) アメリカ 281I 313 1 256 I 28司 272 I 3日11 246 1 273 
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さいどに，アメリカ単価による各悶の従業者;・労務者 l人当り生産性は，表

・17に示されているが，表・ 16と同様にしてえられた。

以との結果と， Rostas， Table 38， p. 159の英，米の 1人当り生産凶ーのデー

タとをまとめると表・ 18のとうりとなるo

表・ 18から結局，品目毎による生産指数を，重量，イギリス単価，アメリノJ

単仰の 3 種類のウ~イトで総合し，それらの総合値をさらに算術干均してえた

指数は，重量のみの単純合計で算出されたものとほぼ合致することがわかる。

[17J 自動車

Rostas における研究では， 組み立ておよび部品工程の労働者を含めての l

人当り生産台数を採用しているがその結果のみを示すと表 19 (Rostas， Table 

98， p. 171) の通りである。この比較では臼動市の車種による調節は行なってい

ない。

1 人当り生産数量

1 人当 b生産数 量

マソ・アり 当り生産数量

マン・アワー当り生産数量

イギリス

アメりカ

イギリス

アメリカ

2.86 

K76 

山

剛

山

制

日本の場合の問喧点は，部品を輸入して組み立てた台数が国産台数をはるか

に上廻ることである。 部品輸入金額 (1帝国統音|年鑑』による〉 と自動車生産額

明日平]10年『工場統計表』による〕を示すと表・ 20の通りである。すなわち，輸入

表・ 20 日本幻自動車製造業における生産額(lS35年〕

部品輸入 輸入組立 | 主0:;世 部分品及び

企額円 数量台)1価額(円)1数量(台)ト価証i円川付属品〔円〕

l一一一一同一一←]付 制 州市一 (向一一子~I(安一一一一|
29，387ρ日制 27，0211 69，928，9851 5，3071 12，779，440: 28，234，96司 121ρ72，9141 

1(1)) 付
|10，129，52引 |

何)の数程拙『帝国統計で年鑑』による 2 加)以下は『工場統計表』による。
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組立台数27，000に対し国産ば台数不明部分推計〔表・ 37付〕も合わせると四輪

市換算で10，000台弱であったとみなされる。

まず円本の生産数量については「その他」中， 数量非表示分"の数量を表示

部分l手{，'Iiにもとづいて推計すると表・ 20の(1))=与)x[付/申告〕によってえられ

るので，総生産台数は表・ 21の;iIDa算出される。

日本の生産は輸入部品の

組立と国産部品の組立の二

系子肋、もなりたっているた

め，その雇用者数の調整が

必要である。すなわち，愉

入組立の場合の輸入部品生

産相当の労働者数を推計し

去 .21 日本の自動車製造業における総生産
台数 (1935-:n

|台

併)輸入組立 台 数 27，但l

加) I其の他」表示台数 5，3071L川市叫ん 4.208

--11産台数し竺竺

て，加算調整しなければならないが，そのための調整係数はじ ~IS品輸人金額対

国産生産金御Jの比率によることとした。そのためLはまず国産生産金額士算

定しなければならないが，昭和10年『工場統計表』の生産額合引は，表 20に

みるように輸入組立，国産部品組立，古li品ー付属品の生産額合計であるので，

主主復部分とみなされる部品 付属品の生産金額を合計金額から差引くと国定生

産額が算出され，昭和10年『工場統計表』に表示された従業者数は，これに対

応する生産活動に従事Lたもの E理解する。この圏内雇用者数に加算すべきも

のは，輸入部品を圏産Lた場合に要したであろう雇用者数であって，後者を推

計するために国内雇用者数に乗ずべき調整係数は，表 20の符号 t示せばつぎ

のようにして計算される。

国産純生産額二伊)←(ト)

扉用者数調整係数=部品輸入金額/国産純生産額

二(イ)/[例ー(悶 =31.7%

4) 昭和1崎三『工場統計表』白「ぞの抽」の数始非表示合頼は 通産省，昭和10:年Z騨2生産指数作
成基礎資料の実数表と昭合すると，実際には「オー l一=輸Jのそれに相当するものと考えられる.
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したがって"本における調整雇用者数は『ム場統計表』の表示数に1.317

を乗じてえられる。ょのような算出)]法の妥当性については，部品輸入組立の

比重が端数的存在となった戦後。日本の白劫車製造業における部品工程の労働

者の実際の枯成比と対比することによって確かめておこう。

ここで推定した愉入部品の国庭化の場合の必要労働者数を含めて，問手1110午ー

の部品工侭の労働者の構成比はつぎのよう lニ計算される。 f表・ 20の符号で示す)

部品・付属品守二wiIi'額/自動車製正」業全牛J*令額=[(イ)十(川/[例ー(日〕

二 62.1%

となり，雇用者数が，この金額に比例して部品と組立工科に配分されていると

みたぱあい62.1%は部品労働者が占めていたことになる。ところでこれに刈応、

する比率を戦後の工業統計表で1956-60年の平均について計算すると60.4%と

なる。うえの戦前の数値はこれとほぼ一致するのでP そのもととなった輸入部

品刈応投入労働者の推計は大過ないものとみなしてよかろラ。

以上のうえで，日本における労務者1人当りの生産性の算出は表・ 22の通り

算出される O 付)は表 .211こより， (ロ)，付は直接昭和10年『工場統計表』により

えられ， (へ)は tにのべたような方法によってえられた。(ト)，例は問書によって

えた従業者数・労務者数に(へ)の雇用者数の調整係数を乗じてえた。

表 .22 日本の自動車製造業にお吋る労務者 1l，:当りの生産性 (1935年〕

(イ)品日の生産数畳

(吋品目の生産金額

(ゆ産業の生産金額*

(斗産業の生産数量む調整係数【付/(0))

倒産業の生産数量〈推定(引)x判〕

N 産業の雇用者数の調整係数

(め産業の調整従業者数

(チ〕産 業の調整労務者数

(リ)従業者 1人当り生産数量 E納/(則

的労務者 1人当り生産数量 E的/仔)】

36，536台

121.072.914円

134，271，357円

1.109 

40，518台

1.317 

24，087人

20.515人

1.68台

1.99台

* 判 v 例目、う産業とは，昭和10年『工場統計表』の産業119の「自動車製造
業」を意味する。



したが u て，表・ 19と

表・ 22から日，英，米の

生産性の比較は表・ 23の

通り計算される。

[18J 機械

機械工業における生産

性の国際比較は，その数量データの比較困難性のため，労務者 1人当りの付加

点m値をえ，この付加価値を公定為替レートによる共通通貨単位に換算するとい

駄目'1の国古製造工業の封働生産性の国際水準 く39) 39 

一正一
世一同一

(a) 1I京

(b) イギリス

(c) アメリカ

抽

出

花

1

2

8

 

100 

144 

440 

う変則方式によった。したがってその結果は，物的生産性という概念からは，

かなり隔たったものである。

日本のばあい粗付加価値は，昭和10年『工場統計表』における中分類の機械

器具工業中，産業用機械と重電機の合計額でみたが，その算定は表・ 241こ示す

とうりである。

表 .24 日本の機械工業における粗利加価値 (1935年単位ー円〉

1_ ff塑竺里Jjjj;ー電ー竺斗 ir ，t I 

(吋産業 0 生産相

(b) 原材料費

(c) 付加価値 C(a)一拍)コ

337，884，220 

1?5，46B，224 

212，415，996 

334，575，600 

166，629，996 

167，945，6日4

672，459，820 

292，098，220 

380，361，600 

したがって円本lとお吋る労務者 1人当り粗付加価値の算定方法をまとめると

表・ 25のようになるが，表 .25のげ)は，表 .241こ耳、す方法で算定されたもので

表・ 25 日本に於ける機械工業労務者 1人当りの付加価値 (1由 5年〉

---~----士二三三亡E哩
(イ)付 カ日 IJiIi {直 380，361，600円

(同従 業 者 数 183，752人

け労 務 者 数 156，506/、
与) 従業者 l人当り粗付加価値 ((イ)-i-(ロ，)) 2，070円 121ポγ ド

射す 労務者 l人当り ttli'J加価値 ((1)-;ー付〕 2，430円 142ポγ ド

ホ 換算に当っては，昭和10年の平均為替相場 円=1.1666シリ γ グによった。
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表・ 26 機峨て業における労務者 1人当り'1:産性の

日，英，米比較

-7E聖」巴肯数
(吋日本 (1935)

(b) イギリス (1935) 

(c) アメリカ (1937) 

142 100 

737 519 

あり， (ロ〉付は昭和10午

『工場統計表』によっ

て去らオもる。

労務者 1人当りの生

産性の日，英，米比較

は Rostas，Table 33 

(a)， (b)， p. 108 および表・ 25から表・ 26のとうり計算される(ただしz アメリ

カは1937年の数値による〕。

III 結語

戦前の日本の製造工業の労働生産性の国際比較という ζ こで取りあげた作業

は，包括的な試みとしては今までになかったといってよかろう。筆者の作業が，

Rostasの業績に依存してではあるが， ともかくもこの分野での研究にひとつ

の足がかりを築いたことになれば幸いである。

測定の結果については，すでに Iで個別品目のいくつかについて戦後の測定

値と比較することによって信頼度の検査がなされたのであるが，ここでは

の表.3で示された平均値のレベノレで，若干のテェックを行なっ亡みよう。与

の平均値でみると， 1935-9年で日本の(調査D刈象となった〉製造工業の年間 l

人当り労働生産性は，ほぼイギリスの水準に達し， アメリカとは 2.4倍程度の

表 .27 コ りγ ークヲークり比較仙東

i 霊長証書器官いれ生 (日本=100)

アメリカ|イギりス|日 本 アメリカ 1イギリス|日 コミ

1930 1印〕

1935 1741 603 289 133 100 

各 コ リゾ クラーグが各国実質国民所得の比陵のために定義した共通尺度Internatiolli'"llUnit 
で， ~経情進歩の諸条件』第 z 版(1951年〉では. 11925-34年平均で，アメリカで 1ドル左記

換しうる商品Jと定義されてし、る， 196年の第3版では，このl.U に対してかなりの疑問を目
b示している内

資料 コーリン クラ ク，大川i等訳i編『経済進歩の諸条件(第2版う』到草書房，第6章。
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水を主けられていたことになる。

戦前のl時点にかんする国際比較作業で Ro駄目とは方式が異なるが，まず児

いつ〈のは ColinClark教授の実質所得の比較作業であろうの表・ 27はかれの

結果のうも製造工業にかんする数値をとり出したものであるが， 1935年ではア

メリカの工業は日本の2.9倍，イギリスは1.3倍の実質所得生産性をもっていた

ことになり，ここでの作業結果はこれと比べるとそれほど大きな隔たりはない

が， 日本の相対水準を 2割程度割高に評価していることになる。

この点について， !jl]の面から，すなわち，戦前 (1938年〕基準の日本とアメリ

カそれぞれの雇用者 1人当り物的生産性の 表・ 28 1958年の日米製造工業
の時系列生産性指数p

時系列指数を手がかりとして，さらに確か 1938=1伺

めてみよう。

表・ 28によると1938年を 100とすると，

1958年におけるアメリカの製造工業の生芹

性は174， 日本のそれは116である。したが

って1938年から1958年にかけて珂国の製造

工業の労働生産性の相対比の開きは約50%

拡大したことになっている (174/116=1.505)。

結局日本では戦後のかなりの期間製造工業

の労働生産性が戦前水準を下狙っており，

たとえば1950年について向様に計算すると

1938年=100として55という状態で 1958年

頃にやっと戦前水準を若干上廻る所 (116)

生尿指数

雇用指数

生産性指数

lGZ(噌)

団付|

(吋 U.N.; The Growth of World 
Jlldlωかツ，NanoJlal Tables， 1938 
-19611T-数値を1938=100に換算コ

(b) U. S Dept. of Commerce; 
HlstoricalStatistics of the United 
Stat出 .coron向lTimes芯01957
により1938年から1957年までの製造
-'-葉町雇用者数がえられる。この背?
の数値を Stat叫 icalAbstract oJ 
the U.丘り対応数値と比べると19
53"-'57で桂者は前者よりも毎年2弘
前韓大きい。そよ::.-12催者の1958年の
数怖を2首減じたものを His釘川'Cal
Statistics (1)1938年白書泣値に比較"
ベきIfi[Ifl者数とみなして，指数を割
出した。

まで来たことになる。 Co)件F指数ム雇用指数

他面で本稿 Zの表・ 3に示した筆者の作業結果によってみると，その1958年

においてアメリカの製造工業(の調査業種〕の労働生産性は日本のそれの2.7倍

程度とみられるのであり，これが戦前の格差を約50%拡大した結果だとすると.

ここから逆算して1938年のアメリカの製造工業の(それ止の部門の)労働生高性
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は日本の1.8倍程度であることになる。 1958年についての筆者の作業と 1935 9 

年についての本稿の作業とは対象品目も異なるので，あ〈までも大まかな推論

ではあるが，時系列指数を手がかりとするチヱツグでは，芹:稿の比較結果!土戦

前の日本の生産性の相対水草をし、くぶんf尽く評価したおそれがある正いう ζ と

になる。

要するに，本稿での作業結果による日本製造工業の生産性の相対水準は平均

Ir白:のレベルでチェックすると， Colin Clark教授の測定値と時系列指数を手が

かりとした推定値との中間に付する訳であり，接近方法を異にしながら， 去し

く非現実的な結果に到達したというおそれは少ないといえそうである。

さいごにこれまでの実証的態度から離れて一言しておきたい。つまり，次の

ことがいえないだろうか。表， 3によれば， 1963年頃に日本は工業生産性のア

メリカとの相対比において，戦前とほぼ同じ水準にまで追いついた。その水準

において， 日本は戦前とは異なった形でアメリカに挑戦している O アメリカに

とって日本の脅威の程度もおそらく同様のクラスのものとして感じられ;rメ

リカはいまは日本の輸出品に対するいわば水際作戦という形でその挑戦に対抗

しようとしているo

ただし，戦後の現時点にもどってし、えば， 日本とアメりブ?の工業斗一座性水準

の格差はその後いっそう縮まっており，国連統計の時系列指数を利用して概算

すると， 1970年では日本 1に対 Lてアメリカは1.5倍弱となっている。 この水

準において日米聞の開業戦引において日本の脅威は未曽有のものといってもよ

いだろう。


